
R３決算 R4決算 R5決算 R6予算 R6決算 単位 R４年度末 R５年度末 R６年度末 R７年度末 R８年度末

目標値 1 3 5

実績値 1 1 1

達成率 100% 33% 20%

目標値 1 2 3

実績値 1 1 1

達成率 100% 50% 33%

目標値 1,416 2,640 4,560

実績値 522 585 626

達成率 37% 22% 14%

目標値 34 34 55

実績値 9 7 8

達成率 26% 21% 15%

目標値 0 5 10

実績値 0 0 0

達成率 #DIV/0! 0% 0%

目標値 1,000 1,600 2,400

実績値 32 100 221

達成率 3% 6% 9%

目標値 70 75 80

実績値 70 83 75

達成率 100% 111% 94%

目標値 10 50 100

実績値 14 52 65

達成率 140% 104% 65%

目標値 70 75 80

実績値 64 78 83

達成率 91% 104% 104%

目標値 0 50 100

実績値 0 0 0

達成率 #DIV/0! 0% 0%

目標値 224,000 224,000 279,000

実績値 285,642 249,693 254,746

達成率 128% 111% 91%

目標値 160 230 300

実績値 165 154 85

達成率 103% 67% 28%

目標値 5 50 80

実績値 2.7 45.7 70

達成率 54% 91% 88%

目標値 70 75 80

実績値 73.3 71.4 72

達成率 105% 95% 90%

目標値

実績値

達成率

目標値 20 30 40

実績値 4.2 15 22

達成率 21% 50% 54%

目標値 11,500 12,500 13,500

実績値 2,036 32,985 44,967

達成率 18% 264% 333%

目標値 20 30 40

実績値 94.8 95 94

達成率 474% 318% 234%

目標値 4 5 6

実績値 2 1 2

達成率 50% 20% 33%

目標値 20 30 40

実績値 87.5 94 91

達成率 438% 314% 228%

目標値 4 5 5

実績値 2 2

達成率 50% 40% 0%

目標値 4 5 5

実績値 0 1

達成率 0% 20% 0%

目標値 540 1,080 1,560

実績値 45 70

達成率 8% 6% 0%

目標値 34 44 55

実績値 22 34

達成率 65% 77% 0%

目標値 3 6 10

実績値 0 0

達成率 0% 0% 0%

地方創生テレワーク交付金・デジタル田園都市国家構想交付金を活用した事業の実施状況等（令和６年度実績）

事業費（円） ＫＰＩ（重要業績評価指標）
事業名 事業概要 担当課名

事
業
イ

【令和６年度】
事業内容と事業評価

サテライトオフィス等施設を利用
する企業数

社・団体

サテライトオフィス等施設を利用
する企業における、所在都道府
県外の企業数

社・団体

サテライトオフィス等施設の利用
者数

人

サテライトオフィス等施設の利用
者における、所在都道府県外の
利用者数の割合

％

移住者 人

地域デジタル支援アプリの加入
世帯数

世帯

地域デジタル支援アプリの利用
者満足度

％

地域交流館（市民活動センター
含む）においてオンラインやリ
モートで活動した件数

件

地域交流館（市民活動センター
含む）においてオンラインやリ
モートの利用者満足度

％

DXによる災害時要援護者安否
対象者数

人

予約システム登録の公共施設
利用者数

人

「スマホ講座」等の参加者数 人

利用申込窓口以外の割合 ％

予約システムの利用者満足度 %

文化財デジタルアーカイブの認
知度

％

文化財デジタルアーカイブの年
間アクセス数

件

文化財デジタルアーカイブの利
用満足度

％

小学校郷土学習での利用数 校

郷土学習が楽しいと感じる小学
生の割合

%

サテライトオフィス等施設を利用
する企業数

社・団体

サテライトオフィス等施設を利用
する企業における、所在都道府
県外の企業数

社・団体

サテライトオフィス等施設の利用
者数

人

サテライトオフィス等施設の利用
者における、所在都道府県外の
利用者数の割合

％

移住者 人

1

都市圏と阪南をつなぐ
懸け橋、（仮称）阪南
テレワークステーショ
ン整備事業

　第２期阪南市総合戦略に掲げる重点施策である『移住・定住の支援』として、
東京圏や大阪都市圏等の離れて働く方に対して、サードプレイスづくりの支援と
して、テレワークスペースを提供するため、市役所の食堂跡地に「（仮称）阪南テ
レワークステーション」を整備する。
　地域の認知度向上に向けた都市圏の企業等への広報、プロモーション活動、
都市圏の企業等との接触の機会を増やし、関係性の構築に努める。
　「（仮称）阪南テレワークステーション」の整備により、東京圏及び大阪都市圏
等の企業が一定期間、阪南市に拠点を移し、業務を行うことで、阪南市で働く・
暮らすことの魅力を体験できることに加え、生産性やQOLの向上が実現できる
まちとしてのイメージの効果的な情報発信を通じて、企業誘致や移住定住につ
なげる。
　①移住体験：海や山のロケーションと、大阪市や空港へのアクセスの良さを活
かし、東京圏や大阪都市圏等の人材に阪南市で働き・暮らし・交流する体験の
場を提供
　②情報発信：東京圏や大阪都市圏等の人材による移住体験を基にした阪南市
での暮らしの情報発信
　③交　　流　：拠点を移した企業と阪南の企業との交流を通じた人材育成やビ
ジネスチャンスの創出
　また、市外企業の進出を促すため、市外の企業に対して、進出支援金を支給
する。

まちの活力創造課
（R6：シティプロモー
ション推進課）

41,786,866 1,308,802 664,024 684,000 669,000

多様な働き方の推進等に資する場を提供することにより、地域社会の活力の向上を図ることを目的として
市役所地下に設置された「阪南テレワークステーション」の管理・運営を行いました。施設の認知度をアッ
プするため、令和4・5年度に引き続き随時見学希望に対応し、庁内の移住定住促進事業・産業政策の担
当部署、阪南市観光協会、阪南市商工会と連携し、域外の企業等への情報発信を行うとともに、本市と
包括連携協定を行っている企業や各種公民連携事業の企業とのネットワークも活用し、プロモーション活
動を行いました。令和6年度は、市役所周辺で開催するイベント時にブース会場としても活用し、多くの方
に施設を知っていただく機会となりました。また、市役所共通使用封筒に施設PRのデザインを入れること
でさらなる認知度アップを図りました。利用者数が目標を大きく下回った理由としては、新型コロナウイル
ス感染症による移動制限等が無くなったことにより、テレワークそのものの件数が施設整備時見込み数よ
り縮小傾向にあったことが考えられます。利用者の約66％は市内在住者で、近隣に同様の施設が少ない
こともあり、市内、近隣市町在住者、帰省中の方のテレワークスペースや、出張で来訪した方の事務作業
場所として一定数需要があります。利用者アンケートでは大変満足・満足と回答した人が91％、また利用
したいと回答した人が97％いることから、多様な働き方の場として地域の利便性の向上につながっている
ものと考えます。引き続き利用者ニーズの把握に努め、リピーター獲得に努めるととともに、大阪市内や
関西空港、最寄り駅からのアクセスの良さを生かし、更なる情報発信、利用促進を図る必要があります。

2 地域DX推進事業

　地域のデジタル化により、以下の３つの事業を一体的に取り組むことで効果的
に地域のデジタル化を推進します。
①自治会連合会等の地域団体が、新しい生活様式を取り入れながら感染防止
と地域活動の両立を図ることができるよう、本市と自治会連合会等の地域団体
及び事業者との協定を締結し、５地区程度のモデル地区において、スマートフォ
ンやタブレットを活用した「地域デジタル支援アプリ」である電子回覧板（連絡網
機能、グループウェア機能、地域情報配信機能等）を導入します。
②地域デジタル支援アプリでは対応できないオンライン会議などについて、コロ
ナ禍においても市民活動が活発にできるよう、市民活動・地域交流の拠点や市
民活動のコーディネーター役を担う地域交流館（市民活動センター含む）にオン
ラインやリモートで活動（例えば、市民活動の会議やイベント、井戸端会議、市民
活動のコーディネート等）ができる環境を整備します。
【別事業】
③企業のCSRとして、大手通信会社と市民活動センターとが連携し、「スマホ講
座」を開催するとともに、まちづくりプラットフォームの形成に資する「地域デジタ
ル人材」の育成に取り組みます。

市民共創課（R6：政
策共創室）

2,056,585 151,134 335,000 240,350

「地域デジタル支援アプリ」である電子回覧板（連絡網機能、グループウェア機能、地域情報配信機能等）
を導入及び利用促進に取り組んだ。
また、補助団体は2団体、市内では合計3団体となった。その導入した団体にあっては、迅速な情報提供、
役員の負担減に寄与している。

3
公共施設の使用申請
等オンライン化事業

　市民生活のデジタル化推進と施設申込時の窓口滞在時間の減少を含めた利
用者の利便性向上を図るため、公民館（尾崎・東鳥取・西鳥取）、スポーツ施設
（総合体育館、中央運動広場、市立テニスコート、桑畑総合グラウンド(テニス
コート含む)、光陽台グラウンド）、文化センター、地域交流館、市民活動センター
の使用申請等について、キャッシュレス決済を含むオンライン申請ができる「公
共施設の予約システム（クラウド型）」を新たに導入することにより、施設の利用
が促進され生涯学習、市民活動等の推進活性化が期待できる。
　本システムの導入により、すでにインターネットから予約ができるスポーツ施設
に加えて、公民館などでもインターネット予約が可能とし、さらに、施設使用料の
支払いについては、オンライン決済が利用できることとなる。
　また、「誰一人取り残さない」デジタル化の実現に向けて、高齢者が抱くスマホ
やタブレットなどのデジタル機器への不安を解消し、デジタルを活用した市民活
動の発展やつながりを構築するため、本事業とは別に、市民活動センターなどと
連携して地域内に「地域スマホ相談員」を育成や「スマホ講座」の開催などを実
施する。

中央公民館 18,150,000 4,620,000 4,620,000 4,620,000

　2024年度は、年間を通して公共施設の予約システムの運用を実施することができた。
　予約システム開始から２年が経過し、利用方法についても定着し、おおむね満足いただいていると考え
る。
　「スマホ講座」は前年度までに基礎的な講座を実施しており、２０２４年度は「動画編集」や「、防災」と
いったステップアップした内容であったことが参加人数減少の要因と考えられる。
　引き続き、全くの初心者からレベルアップまで、内容を幅広く捉えた講座を実施する必要がある。
　高齢者には、必要に応じて予約システム利用方法を個別に支援しているため、利用に支障は生じてい
ない。

4
文化財デジタルアーカ
イブ推進事業

　市民が地域に誇りを持って暮らすため、地域の個性を形成する歴史や文化の
大切さを理解し、それらを保護・保存・継承する取組が求められている。
　しかしながら、近年においては人口減少や少子高齢化等の進展、生活様式及
び価値観の変化等により、地域の歴史遺産が継承されず、伝統文化が衰退して
いく危機にある。
　そこで、本事業では、文化財を活用した豊富な学習機会の提供や活発な啓発
活動を行うことを目的として、市条例に基づく指定文化財の史料や古写真をデジ
タル化し、誰もが自由に閲覧できる仕組みとして、文化財デジタルアーカイブを
構築する。
　本アーカイブは、単なる史料の記録化にとどまらず、学校教材、生涯学習講
座、回想法の素材、地域の魅力発信など様々な活動のツールとしての活用が可
能で、各種史料を実際に見たり、触れたりすることができる市内歴史資料展示
施設との役割を分担させることで、文化財の普及啓発活動を強化できる効果が
期待できる。

生涯学習推進室 11,780,560 528,000 528,000 528,000

　令和6年度上半期の文化財展示等で市民に周知したことで、認知度及びアクセス数が向上したと考え
る。
　小学校の郷土学習について、小学校3年生の「昔の暮らし体験」に関連して活用してもらうことができた
が、活用数は伸び悩んだ。授業計画を立てるうえで本アーカイブを組み込むことに課題があると思われる
が、まずは職員出前講座の利用を促すことで文化財担当職員が教職員の要望に応じたアーカイブの活
用方法を提案する等、教職員の負担軽減を踏まえた取り組みが必要であると考える。一方、活用に至っ
た授業での小学生の利用満足度は93.7％と高いため、利用につなぐことができれば積極的な活用は見込
めるものと考える。

5

阪南市の遊休施設を
利活用した企業誘致・
移住促進・テレワーク
受入環境整備事業

　第２期阪南市総合戦略に掲げる重点施策である『移住・定住の支援』として、
東京及び大阪都市圏等の離れて働く方に対して、サードプレイスづくりの支援と
して、テレワークスペースを提供するため、本市の遊休施設（空き家等）を活用し
てサテライトオフィス等の開設支援を行う。（開設・運営事業者は公募）
　開設・運営事業者と連携して、地域の認知度向上に向けた都市圏の企業等へ
の広報、プロモーション活動、都市圏の企業等との接触の機会を増やし、関係性
の構築に努める。
　遊休施設（空き家等）を活用したサテライトオフィス等の整備により、東京及び
大阪都市圏等の企業が一定期間、阪南市に拠点を移し、業務を行うことで、阪
南市で働く・暮らすことの魅力を体験できることに加え、生産性やQOLの向上が
実現できるまちとしてのイメージの効果的な情報発信を通じて、企業誘致や移住
定住につなげる。
　①移住体験：海や山のロケーションと、大阪市や空港へのアクセスの良さを活
かし、東京圏や大阪都市圏等の人材に阪南市で働き・暮らし・交流する体験の
場を提供
　②情報発信：東京圏や大阪都市圏等の人材による移住体験を基にした阪南市
での暮らしの情報発信
　③交　　流　：拠点を移した企業と阪南の企業との交流を通じた人材育成やビ
ジネスチャンスの創出
　さらに、市外企業の進出を促すため、当該施設を利用する市外の企業に対し
て、進出支援金を支給する。

まちの活力創造課
（R6：シティプロモー
ション推進課）

16,056,000 0 0 0

【事業内容】
１．市内外事業者交流会の開催
・市内外の事業者が交流し、意見交換を行う場を提供。
２．全国住み放題の多拠点コリビング（co-living）サービスへの拠点登録準備
・定額制の全国コリビングサービスと連携し、拠点施設としての登録を進める。
進出企業との新たな取組み
３．進出企業と連携し、新たなプロジェクトや事業展開を推進。

【事業評価】
１．市内外事業者交流会
・年2回開催。
・会場は西鳥取漁港のカキ小屋を活用。
・参加者が組織の課題や連携策について意見交換。
・しかし、意見交換後の具体的な新たな取組みにはまだつながっていない。
２．多拠点コリビングサービスの拠点登録準備
・これまでWi-Fi環境が不十分だったが、回線工事を実施し改善。
・「ADDRESS」との契約を進め、R7年4月の運用開始を目指す。
・万博を契機に府外からの利用者増加を図る。
３．進出企業との取組み
・進出企業「ハンナンテ」が茶畑を拡大。
・年間イベントの増加に伴い、本施設への来場者も増加。
・今後は体験型コンテンツの充実を図り、施設の付加価値向上を進める。



R３決算 R4決算 R5決算 R6予算 R6決算 単位 R４年度末 R５年度末 R６年度末 R７年度末 R８年度末

地方創生テレワーク交付金・デジタル田園都市国家構想交付金を活用した事業の実施状況等（令和６年度実績）

事業費（円） ＫＰＩ（重要業績評価指標）
事業名 事業概要 担当課名

事
業
イ

【令和６年度】
事業内容と事業評価

目標値 70 80 90

実績値 100 100

達成率 143% 125% 0%

目標値 10 50 75

実績値 80 424

達成率 800% 848% 0%

目標値 3.0 3.5 4.0

実績値 4 4.5

達成率 143% 129% 0%

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値 1,250 3,264 3,312

実績値 1,091

達成率 87% 0% 0%

目標値 36 33 30

実績値 41

達成率 113% 0% 0%

目標値 26.5 26.4 26.4

実績値 25

達成率 94% 0% 0%

目標値

実績値

達成率

目標値

実績値

達成率

目標値 70 80 100

実績値 76

達成率 109% 0% 0%

目標値 60 80 100

実績値 73

達成率 122% 0% 0%

目標値 60 75 85

実績値 94

達成率 157% 0% 0%

目標値 40 60 80

実績値 85

達成率 213% 0% 0%

目標値

実績値

達成率

目標値 8 10 12

実績値 10

達成率 125% 0% 0%

目標値 1 3 4

実績値 2

達成率 200% 0% 0%

目標値 3.5 4.0 4.5

実績値 4.8

達成率 136% 0% 0%

目標値 5 8 10

実績値 4

達成率 80% 0% 0%

目標値

実績値

達成率

保育業務支援システム（アプリ）
のダウンロード率

％

お知らせ一斉配信回数
回

（４施設合計）

保育業務支援システム利用者
（保護者）満足度

ポイント

調査員支援システムを活用した
調査票作成件数

件

申請から認定に要する日数 日

要介護認定者における重度者
の割合

％

小学校全体学習支援アプリの
一日当たりの利用率

％

中学校全体学習支援アプリの
一日当たりの利用率

％

小学生アンケートでの肯定的回
答の割合

％

中学生アンケートでの肯定的回
答の割合

％

小学校(生)向け巡回指導及び
貸出回数

回

中学校(生)向け巡回指導及び
貸出回数

回

受講者の満足度 点

論理的思考力の問題の正答の
上昇率

％

6
市立教育・保育施設
保育環境向上事業

　市立教育・保育施設（市立幼稚園及び保育所）に保育業務支援システムを導
入し、保護者と教諭・保育士等が子どもの健康状態等の必要な情報を双方向で
リアルタイムに正確に伝達するとともに、教諭・保育士等による保護者への連絡
や帳票等の業務負担を軽減し、子どもと向き合う時間を増やすことで、教育・保
育の質の向上はもとより、子どもの健やかな成長に注力できる環境を整備する。

こども政策課 10,429,540 1,342,000 1,341,120

　保育業務支援システムを導入から１年以上が経過し、保護者のアプリダウンロードは100％で推移して
おります。お知らせ一斉配信回数のとおり、保護者及び職員の双方において利便性向上に大きく貢献し
てます。
教諭・保育士等においては業務の効率化が図れ、教育・保育の質向上に繋がっていると考えます。
　また保育業務支援システム利用者（保護者）満足度に関しても満足、やや満足が87％以上となった結果
から、利用者の利便性向上に繋がった結果と考えます。

7
高齢者自立支援介護
に向けた認定調査デ
ジタル化事業

　本市は、高齢化率が34％を超え、府内市町村で6番目の高齢化が進むまちと
なっている。要介護認定の申請者が年々増加しているため、適切で迅速な介護
サービスの利用に繋げることが喫緊の課題となっている。
　しかしながら、要介護認定までに要する日数が長期化してきているため、高齢
者を取り巻く居宅介護支援事業者などがスムーズに介護サービスが提供できる
よう、要介護認定調査のDX化を推進することによって、要介護認定を迅速に行
うことを目的とし、要介護認定調査に支援システム（タブレット）を導入するもの。
　また併せて、業務のデジタル化により、調査員の事務作業の効率化や調査票
の標準化が期待でき、市域における課題解決とともに、業務効率化にも取り組
むものとする。

介護保険課 13,233 12,839

【事業内容】
・タブレット端末による調査表作成支援サービス
　　　選択項目等のAIチェック機能
　　　特記事項のテンプレート活用による効率化
　　　入力データのアップロードによる調査票作成
　　　スケジュール管理機能
　　　画面転送型アプリによるセキュリティ向上
※これらの取組によって、認定調査時間を縮減し、高齢者負担を減少させることで、市民サービスの向上
を図る。
※標準化した調査票を作成し、調査員の感覚によらない公正公平な調査票を審査会に諮ることができる
ようになる。
※システム化することにより、今後の介護予防や給付見込みシミュレーションなどが可能となることで、市
民の健康寿命の延伸と適正な介護保険運営が可能。
【事業評価】
タブレット端末による調査表作成支援サービスを導入することで以下の３点の効果と申請から認定に要す
る日数の短縮を図った。
① 認定調査票、特記事項の品質向上
② 認定調査員及び認定審査会の事務作業効率化
③ セキュリティ向上
④申請から認定に要する日数
R6　KPI：３６日　　実績：40.65日（R6.11～R6.12）　※最短１４日

8
GIGAスクール推進事
業

　阪南市のGIGAスクールビジョンのもと、一人一台端末を利用した、「個別最適
な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実により、児童生徒の学力の向上を図
る。また、自ら課題を発見し、課題を解決するための発信する力、比較検討する
力、考えを深める力などを養うためのICT関連の環境を整える。

学校教育課 6,881 6,913

＜事業内容＞
市内小中学校１２校で共通の学習支援アプリを導入し、タブレット端末の効果的な活用方法について市内
全教職員で調査研究し、子どもたちの学力向上をめざしている。アプリを活用し、子どもたちが自分の意
考えをまとめ発表することや、教員から子どもへの一方通行ではなく、双方向で授業をすること、子どもた
ちが画面で情報を共有し、自分たちで学びあう協働学習を実施している。

＜事業評価＞
GIGAスクールビジョン推進担当者連絡会にて、各校の実践している効果的な学習支援アプリを含めたタ
ブレット端末の活用方法について共有した。市内の教職員が共通して利用できるアプリ内の資料箱で、一
人ひとり教員が実践した授業を共有できるようにし、より効果的な活用について研究を重ねることができ
ている。今後もより良い活用方法を研究し、子どもたちの学力向上につなげていきたい。

9
はんなんプログラミン
グ教育推進事業

　阪南市のプログラミング教育の問題を解決するため「プログラミング教育の楽
しさを体験できるような低学年からの段階的な指導計画」にそったプログラミング
教材を市で一括購入し、一定期間巡回や貸し出しするとともに、使用方法・指導
方法等も含め巡回指導または公民館講座として行うことにより、プログラミング
教育の一層の推進を図り、子どもたちがデジタル機器を一層身近なものと感じ、
デジタル社会を担う人材育成を図ることもできるものである。

中央公民館 1,986 1,727

・研修、出張授業の後実施したアンケートの結果によると、満足　　度が非常に高かった。
　満足度…アンケート①：本日のプログラミング教育の授業（研修）は楽しかった。（良かった）：において、
5段階評価の５+４の割合で、全事業の平均　95.5％

阪南市プログラミング授業 アンケート（上荘小3年、4年、鳥取東中科学クラブ、合計110人）
番号 質問項目 たいへん思う 思う 普通 あまり思わない 全く思わない

1 プログラミングの授業は楽しかったですか。 88 15 7 0 0
2 プログラミングの授業をもっと受けたいと思いますか 71 26 10 3 0
3 プログラミングのことをもっと知りたいと思いますか 60 33 15 2 0
4 プログラミングやICTは将来役に立つと思いますか 54 40 13 3 0
5 失敗してもあきらめず挑戦できましたか 47 47 15 1 0


